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令和７ 年度東浦町水道事業会計決算審査意見 

 

第１  基準に準拠し ている旨  

本審査は、 東浦町監査基準に準拠し 実施し た。  

 

第２  審査の種類 

地方公営企業法第30条第２ 項の規定による決算審査 

 

第３  審査の対象 

令和７ 年度 東浦町水道事業会計決算 

 

第４  審査の期間 

2026年６ 月26日から 同年８ 月４ 日まで 

 

第５  審査の着眼点及び実施内容 

審査にあたっ ては、 町長から 審査に付さ れた水道事業会計決算書その他の附属書類

と 担当課から 提出さ れた資料及び証書類を照合し 、 計数は正確か、 予算執行は適正か

つ効率的に行われているか、 決算諸表は経営成績及び財政状態を正確に反映し ている

か、 事業経営は経済性及び公共性の確保を重点に運営さ れているかについて審査し た。  

また、 関係職員の説明を求め聴取すると と も に、 例月出納検査、 随時監査等の結果

も 参考と し た。  

 

第６  審査の結果 

審査に付さ れた水道事業会計決算書、 決算に関する附属書類等はいずれも 計数は正

確であり 地方公営企業法等関係法令、 条例、 議会の議決に沿ったも のである事を確認

し た。 また、 予算の執行及び事務事業は、 全般的に効率的に執行さ れており 、 概ね適

正と 認めら れた。 ただし 、 県営水道受水費の支払いについて、 期間損益計算上、 妥当

ではない会計処理が見受けられたため、 適正な会計処理と なるよう 指摘し ている。  

 

第７  決算の概要 

１  事業の実績 

令和７ 年度の給水人口は４ 万 9, 493 人、 給水戸数は１ 万 9, 888 戸である。 前年度に

比べ人口は 228 人（ 0. 5％） 減少し 、 戸数は 151 戸（ 0. 8％） 増加し ている。 年間配水

量（ 県水受水量） は 517 万 7, 258 ㎥で、 前年度に比べ 1, 554 ㎥（ 0. 03％） の減少と な

っ た。 また、 年間有収水量（ 給水量） は 494 万 7, 554 ㎥で、 前年度に比べ３ 万 4, 281

㎥（ 0. 7％） 減少し ている。 有収水量と 配水量を比較し た有収率は 95. 6％であり 、 前

年度に比べ 0. 6 ポイント 低下し ている。  



（ １ ） 年間配水量、 有収水量及び有収率

単位： ㎥・ ％

年度 年間配水量 年間有収水量 有 収 率

4 5, 222, 999 5, 033, 155 96. 4

5 5, 189, 073 4, 991, 183 96. 2

6 5, 178, 812 4, 981, 835 96. 2

7 5, 177, 258 4, 947, 554 95. 6

（ ２ ） 給水人口、 給水戸数及び配水管延長

単位： 人・ 戸・ ｍ

年度 給 水 人 口 給 水 戸 数 配水管延長

4 50, 131 19, 526 310, 134

5 50, 061 19, 729 311, 000

6 49, 721 19, 737 311, 542

7 49, 493 19, 888 312, 641

（ ３ ） １ 日当たり の給水量 単位： ㎥

５ 年 度 ６ 年 度 ７ 年 度

22, 100 22, 100 22, 100

15, 944 15, 759 15, 138

13, 637 13, 649 13, 555

272 275 274

（ ４ ） 口径別給水量

口径

（ mm) 給 水 戸 数 給 水 量 給 水 戸 数 給 水 量 構 成 比 率
戸 ㎥ 戸 ㎥ ％

13 10, 445 1, 758, 684 10, 465 1, 716, 641 34. 7

20 8, 886 2, 166, 428 9, 015 2, 190, 893 44. 3

25 228 179, 983 231 179, 446 3. 6

40 97 217, 259 96 208, 658 4. 2

50 55 272, 276 55 273, 576 5. 5

75 20 167, 055 20 164, 126 3. 3

100 4 119, 838 4 112, 775 2. 3

150 2 100, 312 2 101, 439 2. 1

合計 19, 737 4, 981, 835 19, 888 4, 947, 554 100. 0

１ 人１ 日平均給水量（ リ ッ ト ル）

普及率： 99. 8％

配水能力

最大配水量

平均給水量

４ 年 度

22, 100

15, 926

13, 790

275

構 成 比 率
％

35. 3

43. 5

７ 年 度６ 年 度

100. 0

5. 5

3. 4

2. 4

3. 6

4. 4

1. 9
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２ 　 予算と 決算の状況（ 消費税込み）

単位： 千円

年度

4

5

6

7

　 　 収　 入 単位： 円・ ％

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

　 　 水道料金の収納状況 単位： 円

　 　 未収金残高の状況 単位： 円

収 入 率

　 東浦町の私債権の管理に関する条例第10条による不納欠損の状況は、 16万6, 545円
（ 30名） であっ た。

△ 11, 876, 480

99. 3

91. 9

573. 4

比 較 増 減

増 減 額

56, 970, 362

支 出

837, 073

841, 834

872, 925

895, 085

1, 005, 523

993, 057

決 算 額

1, 006, 303, 459

753, 251, 074

275, 306, 000

3, 000

収 入

116, 203, 312

区 分 水 道 料 金

68, 846, 842

そ の 他 未 収 金 合 計 額

95, 788, 364

97. 3

区 分 未 収 金 残 額

　 収益的収入は、 予算額10億3, 385万２ 千円に対し 、 決算額は10億630万3, 459円（ 収入
率97. 3％） で対前年比506万6, 644円の増加と なっ ている。
　 収益的支出は、 予算額９ 億2, 348万２ 千円に対し 、 決算額は８ 億9, 508万5, 116円（ 執
行率96. 9％） で、 不用額は2, 839万6, 884円と なっ ている。
　 収支決算額は、 差引１ 億1, 121万8, 343円と なっ ている。

　 営業収益は、 決算額７ 億5, 325万1, 074円で、 前年度に比べ3, 638万6, 447円（ 4. 6％）
の減少である。 営業外収益は、 決算額２ 億5, 303万5, 183円で、 前年度に比べ4, 143万
5, 889円（ 19. 6％） の増加である。 特別利益は前年度の０ 円に比べ１ 万7, 202円の増加で
ある。
　 なお、 水道事業収益全体における仮受消費税及び地方消費税は6, 987万1, 769円であ
る。

　 過年度未収金分を含めた決算額（ 調定額） は８ 億994万5, 171円、 収入済額は７ 億
5, 297万4, 809円である。 また、 2026年３ 月調定分は４ 月１ 日以降の納期のため収入額に
含まれず、 未収金に計上さ れている。

68, 846, 842

56, 970, 362

収 支 差額

253, 035, 183

17, 202

111, 218

128, 312

151, 223

△ 27, 548, 541

△ 5, 291, 926

△ 22, 270, 817

予 算 額

1, 033, 852, 000

758, 543, 000

区 分

781, 382, 048

752, 974, 809

（ １ ） 収益的収入及び支出

収 入 済 額

168, 450

1, 001, 237

1, 006, 303

32, 291, 428 20, 414, 948

水 道 事 業 収 益

６ 年 度

７ 年 度

６ 年度末現在

７ 年度末現在

決 算 額 （ 調 定 額 ）

850, 228, 890

809, 945, 171

14, 202

59, 232, 950

26, 941, 522

80

85

90

95

100

105

4 5 6 7



　 　 支　 出 単位： 円・ ％

予 算 額 執行率

923, 482, 000 96. 9

営 業 費 用 913, 668, 000 97. 0

営 業 外 費 用 5, 254, 000 115. 6

特 別 損 失 2, 560, 000 99. 6

予 備 費 2, 000, 000 0. 0

（ ２ ） 資本的収入及び支出

単位： 千円

年度

4

5

6

7

　 　 収　 入 単位： 円・ ％

負 担 金

　 負担金は、 決算額7, 823万８ 千円で、 前年度に比べ3, 337万8, 887円（ 74. 4％） の増加
である。
　 なお、 資本的収入における仮受消費税及び地方消費税は178万１ 千円である。

資 本 的 収 入 78, 238, 000102, 234, 000 △ 23, 996, 000 76. 5

102, 234, 000 78, 238, 000 △ 23, 996, 000 76. 5

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 収 入 率

　 営業費用は、 決算額８ 億8, 646万3, 853円で、 前年度に比べ2, 509万4, 876円（ 2. 9％）
の増加である。 営業外費用は、 決算額607万1, 286円で、 前年度に比べ260万6, 634円
（ 30. 0％） の減少である。 特別損失は、 決算額254万9, 977円で、 前年度に比べ32万
7, 924円（ 11. 4％） の減少である。
　 なお、 水道事業費用全体における仮払消費税及び地方消費税は4, 557万800円である。

  資本的収入は、 予算額１ 億223万４ 千円に対し 、 決算額は7, 823万８ 千円（ 収入率
76. 5％） で前年度に比べ6, 662万2, 113円の減少と なっ ている。
  資本的支出は、 予算額７ 億713万３ 千円に対し 、 決算額は３ 億5, 897万4, 845円（ 執行
率50. 8％） で、 翌年度への繰越額は8, 800万円、 不用額は２ 億6, 015万8, 155円と なっ て
いる。

収 入 支 出 収 支 差額

71, 302 628, 607 △ 557, 305

57, 677 473, 343 △ 415, 666

144, 859 624, 968 △ 480, 109

78, 238 358, 975 △ 280, 737

区 分

水 道 事 業 費 用

不 用 額

895, 085, 116

0

0

0

0 28, 396, 884

27, 204, 147

△ 817, 286

2, 000, 000

2, 549, 977 0 10, 023

886, 463, 853

6, 071, 286

0

決 算 額 翌年度繰越額

0
10
20
30
40
50
60
70
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　 　 支　 出

執行率

50. 8

70. 8

100. 0

0. 0

0. 0

３ 　 経営の状況（ 消費税抜き ）

（ １ ） 収益的収入及び支出

決 算 額

358, 974, 845

356, 762, 099

2, 212, 746

0

0

不 用 額

260, 158, 155

59, 157, 901

254

200, 000, 000

1, 000, 0000

0

0

88, 000, 000

88, 000, 000

翌年度繰越額

△ 2, 534, 338

87, 756, 641

収　 　 　 　 益　   （ Ａ ）

特 別 利 益

計

15, 639

936, 431, 690

特 別 損 失

計

営 業 収 益

営 業 外 収 益

684, 960, 852

251, 455, 199

営 業 費 用

営 業 外 費 用

費　 　 　 　 用　   （ Ｂ ）

単位： 円・ ％

収 支 比 率

110. 3

0. 6

4, 806. 1

81. 5

単位： 円・ ％

840, 893, 053

5, 232, 019

2, 549, 977

848, 675, 049

区 分

資 本 的 支 出

予 備 費

投 資

企業債償還金

建 設 改 良 費

予 算 額

707, 133, 000

503, 920, 000

2, 213, 000

200, 000, 000

1, 000, 000

差引（ A-B)

△ 155, 932, 201

246, 223, 180

　 経常損益は9, 029万979円の経常利益で、 前年度に比べ998万8, 901円（ 10. 0％） の減少
である。 こ れは主に営業損失が増加し たこ と によるも のである。
　 特別損益は253万4, 338円の特別損失で、 前年度に比べ34万3, 401円（ 11. 9％） の減少
である。 こ れは過年度損益修正損が減少し たこ と によるも のである。
　 純損益は8, 775万6, 641円の純利益だが、 前年度に比べ964万5, 500円（ 9. 9％） の減少
と なっ た。

　 建設改良費は、 決算額３ 億5, 676万2, 099円で、 前年度に比べ6, 632万228円( 15. 7％) の
減少である。
  建設改良工事の主なも のは、 緒川配水管布設替工事（ 6-8工区） 7, 701万3, 200円、 緒
川配水本管布設替工事（ 7-4工区） 6, 554万5, 700円、 石浜配水本管布設替工事（ 7-5工
区） 6, 004万6, 800円である。
　 また、 翌年度繰越額は8, 800万円と なっ ており 、 配水本管布設替工事（ 7-8工区） 始め
３ 件である。
　 企業債償還金は221万2, 746円で、 当年度末未償還残高は563万9, 235円と なっ ている｡
　 なお、 資本的支出における仮払消費税及び地方消費税は3, 088万2, 164円である。

　 令和７ 年度の経営成績は、 損益計算書に基づく 経常損益、 特別損益をみると 、 次のと
おり である。



（ ２ ） 供給単価・ 給水原価

４ 年 度

金  額 前年比

130. 52 96. 0

127. 66 102. 5

2. 86 △ 36. 1

　 　 水道事業費内訳表

４ 年 度

金  額 前年比

799, 676, 367 102. 2

361, 658, 424 101. 7

151, 938 76. 9

271, 750, 994 105. 3

52, 014, 353 118. 0

31, 139, 127 84. 6

82, 961, 531 92. 7

修 繕 費

そ の 他

供 給 単 価

給 水 原 価

供 給 益

　 　 　 　 年　 度

　 区　 分

73, 327, 764 88. 4 96, 767, 520

水 道 事 業 費 用

受 水 費

支 払 利 息
減 価 償 却 費
資 産 減 耗 費

人 件 費

金  額 前年比 金  額

270, 409, 997 99. 5 275, 729, 738

５ 年 度 ６ 年 度

132. 0

102. 0

111. 4 69, 229, 285

35, 369, 707 113. 6 39, 193, 590 110. 8 33, 157, 110

52, 657, 559 101. 2 58, 647, 945

128, 321 84. 5 104, 444 81. 4 80, 302

357, 325, 908 98. 8 360, 167, 569 100. 8 366, 153, 580

789, 219, 256 98. 7 830, 610, 806 105. 2 848, 675, 049

前年比 金  額

　 水量１ ㎥当たり の供給単価（ 料金単価） 及び給水原価（ 料金原価） の年次別推移は、
次のと おり である。
　 また、 水道事業費用の内訳と 年次別推移は、 下段の表のと おり である。

金  額 前年比

142. 21

５ 年 度

△ 2. 43

６ 年 度 ７ 年 度　 　 　 　 年　 度

　 区　 分

6. 73

前年比

100. 0

106. 0

46. 814. 39 503. 1

金  額

142. 25

135. 52

金  額

136. 50

138. 93127. 82

109. 0

100. 1

単位： 円・ ％

単位： 円

７ 年 度

290, 306, 758

89, 748, 014

0 200 400 600 800 1,000



４ 　 財務諸表・ 財務状況（ 消費税抜き ）

（ １ ） 損益計算書

増 減 額 増減率

928, 012, 947 936, 431, 690 8, 418, 743 0. 9

718, 006, 948 684, 960, 852 △ 33, 046, 096 △ 4. 6

給水収益 708, 647, 204 675, 323, 895 △ 33, 323, 309 △ 4. 7

受託工事収益 0 0 0 増減無

その他営業収益 9, 359, 744 9, 636, 957 277, 213 3. 0

210, 005, 999 251, 455, 199 41, 449, 200 19. 7

受取利息及び配当金 17, 441, 782 21, 552, 205 4, 110, 423 23. 6

下水道事務負担金 15, 931, 356 15, 797, 425 △ 133, 931 △ 0. 8

雑収益 24, 039, 245 24, 504, 349 465, 104 1. 9

長期前受金戻入 152, 593, 616 158, 742, 075 6, 148, 459 4. 0

他会計補助金 0 30, 859, 145 30, 859, 145 皆増

0 15, 639 15, 639 皆増

過年度損益修正益 0 15, 639 15, 639 皆増

その他特別利益 0 0 0 増減無

830, 610, 806 848, 675, 049 18, 064, 243 2. 2

815, 891, 407 840, 893, 053 25, 001, 646 3. 1

配水及び給水費 451, 002, 937 449, 855, 309 △ 1, 147, 628 △ 0. 3

受託工事費 0 0 0 増減無

総係費 89, 155, 342 100, 730, 986 11, 575, 644 13. 0

減価償却費 273, 825, 534 283, 462, 232 9, 636, 698 3. 5

資産減耗費 1, 904, 204 6, 844, 526 4, 940, 322 259. 4

その他営業費用 3, 390 0 △ 3, 390 皆減

11, 841, 660 5, 232, 019 △ 6, 609, 641 △ 55. 8

支払利息 104, 444 80, 302 △ 24, 142 △ 23. 1

雑支出 11, 737, 216 5, 151, 717 △ 6, 585, 499 △ 56. 1

2, 877, 739 2, 549, 977 △ 327, 762 △ 11. 4

過年度損益修正損 2, 877, 739 2, 549, 977 △ 327, 762 △ 11. 4

その他特別損失 0 0 0 増減無

100, 279, 880 90, 290, 979 △ 9, 988, 901 △ 10. 0

97, 402, 141 87, 756, 641 △ 9, 645, 500 △ 9. 9

244, 917, 931 189, 726, 456 △ 55, 191, 475 △ 22. 5

2, 188, 604 2, 212, 746 24, 142 1. 1

344, 508, 676 279, 695, 843 △ 64, 812, 833 △ 18. 8

当年度純利益
　 　 　 　 ( G) +( C) -( F) =( H)

前年度繰越利益剰余金( I )

その他未処分利益
    　 剰余金変動額 ( Ⅱ)
当年度未処分利益剰余金
　 　 　 　 　  ( H) +( I ) +( Ⅱ)

営業費用　 　 　 　  ( D)

営業外費用　 　 　  ( E)

特別損失　 　 　 　  ( F)

経常利益
　 　 　 　 ( A-D) +( B-E) =( G)

６ 年 度 ７ 年 度
対 前 年 度

単位： 円・ ％

区 分

事業収益

営業収益　 　 　 　  ( A)

営業外収益　 　 　  ( B)

特別利益　 　 　    ( C)

事業費用



（ ２ ） 貸借対照表

　 　 資　 産

増 減 額 増減率

8, 224, 227, 017 8, 299, 323, 194 75, 096, 177 0. 9

6, 820, 885, 503 6, 897, 258, 610 76, 373, 107 1. 1

土地 264, 841, 806 264, 841, 806 0 増減無

建物 28, 265, 436 26, 883, 263 △ 1, 382, 173 △ 4. 9

構築物 6, 260, 309, 708 6, 365, 455, 427 105, 145, 719 1. 7

機械及び装置 169, 113, 538 153, 370, 564 △ 15, 742, 974 △ 9. 3

量水器 48, 903, 068 49, 253, 488 350, 420 0. 7

車両運搬具 1, 595, 216 2, 167, 129 571, 913 35. 9

工具器具及び備品 9, 550, 731 9, 370, 933 △ 179, 798 △ 1. 9

建設仮勘定 38, 306, 000 25, 916, 000 △ 12, 390, 000 △ 32. 3

8, 567, 800 7, 287, 800 △ 1, 280, 000 △ 14. 9

電話加入権 162, 200 162, 200 0 増減無

施設利用権 0 0 0 増減無

その他無形固定資産 8, 405, 600 7, 125, 600 △ 1, 280, 000 △ 15. 2

1, 394, 773, 714 1, 394, 776, 784 3, 070 0. 0

投資有価証券 1, 394, 745, 184 1, 394, 745, 184 0 増減無

その他投資 28, 530 31, 600 3, 070 10. 8

1, 209, 611, 898 1, 095, 566, 245 △ 114, 045, 653 △ 9. 4

1, 112, 516, 970 977, 807, 639 △ 134, 709, 331 △ 12. 1

95, 518, 364 115, 975, 312 20, 456, 948 21. 4

0 0 0 増減無

1, 576, 564 1, 783, 294 206, 730 13. 1

0 0 0 増減無

9, 433, 838, 915 9, 394, 889, 439 △ 38, 949, 476 △ 0. 4

単位： 円・ ％

６ 年 度 ７ 年 度
対 前 年 度

現金・ 預金

未収金

有価証券

貯蔵品

区 分

固定資産　 　 　 　 　   ( 1)

有形固定資産

投資

無形固定資産

流動資産　 　 　 　 　   ( 2)

資産合計　   ( 1) +( 2) =( 3)

　 資産合計は93億9, 488万9, 439円で、 前年度に比べ3, 894万9, 476円（ 0. 4％） の減少であ
る。
　 固定資産合計は82億9, 932万3, 194円で、 前年度に比べ7, 509万6, 177円（ 0. 9％） の増加
と なっ た。 こ れは、 前年度に比べ有形固定資産が7, 637万3, 107円増加し たこ と によるも
のである。
　 流動資産は、 10億9, 556万6, 245円で、 前年度に比べ１ 億1, 404万5, 653円（ 9. 4％） の減
少である。 こ れは主に未収金が2, 045万6, 948円増加し たも のの、 現金・ 預金が１ 億3, 470
万9, 331円減少し たこ と によるも のである。

その他流動資産



　 　 負　 債

増 減 額 増減率

45, 948, 407 44, 374, 491 △ 1, 573, 916 △ 3. 4

5, 639, 235 3, 402, 082 △ 2, 237, 153 △ 39. 7

0 0 0 増減無

40, 309, 172 40, 972, 409 663, 237 1. 6

0 0 0 増減無

203, 789, 833 126, 623, 804 △ 77, 166, 029 △ 37. 9

2, 212, 746 2, 237, 153 24, 407 1. 1

155, 809, 925 79, 555, 046 △ 76, 254, 879 △ 48. 9

0 0 0 増減無

7, 566, 000 7, 419, 000 △ 147, 000 △ 1. 9

1, 353, 000 1, 325, 000 △ 28, 000 △ 2. 1

36, 848, 162 36, 087, 605 △ 760, 557 △ 2. 1

3, 073, 205, 639 3, 025, 239, 467 △ 47, 966, 172 △ 1. 6

7, 159, 819, 853 7, 245, 966, 263 86, 146, 410 1. 2

△ 4, 086, 614, 214 △ 4, 220, 726, 796 △ 134, 112, 582 △ 3. 3

3, 322, 943, 879 3, 196, 237, 762 △ 126, 706, 117 △ 3. 8

　 負債合計は31億9, 623万7, 762円で、 前年度に比べ１ 億2, 670万6, 117円（ 3. 8％） の減少
である。
　 固定負債は4, 437万4, 491円で、 前年度に比べ157万3, 916円（ 3. 4％） の減少と なっ た。
こ れは、 主に建設改良等企業債が223万7, 153円減少し たこ と によるも のである。
　 流動負債は１ 億2, 662万3, 804円で、 前年度に比べ7, 716万6, 029円（ 37. 9％） の減少と
なっ た。 こ れは、 主に未払金が7, 625万4, 879円減少し たこ と によるも のである。
　 繰延収益は30億2, 523万9, 467円で、 前年度に比べ4, 796万6, 172円（ 1. 6％） の減少と
なっ た。

負債合計( 4) +( 5) +( 6) =( 7)

繰延収益　 　 　 　 　   ( 6)

長期前受金

長期前受収益化累計額

その他流動負債

建設改良等企業債

未払金

前受金

６ 年 度

固定負債　 　 　 　 　   ( 4)

流動負債　 　 　 　 　   ( 5)

建設改良等企業債

退職給与引当金

退職給付引当金

修繕引当金

単位： 円・ ％

区 分 ７ 年 度
対 前 年 度

賞与引当金

法定福利費引当金



　 　 資　 本

増 減 額 増減率

4, 290, 810, 466 4, 445, 592, 686 154, 782, 220 3. 6

4, 290, 810, 466 4, 445, 592, 686 154, 782, 220 3. 6

0 0 0 増減無

1, 820, 084, 570 1, 753, 058, 991 △ 67, 025, 579 △ 3. 7

911, 423, 913 911, 423, 913 0 増減無

受贈財産評価額 55, 835, 877 55, 835, 877 0 増減無

寄附金 684, 768, 129 684, 768, 129 0 増減無

工事負担金 165, 501, 227 165, 501, 227 0 増減無

国庫補助金 0 0 0 増減無

県費補助金 5, 318, 680 5, 318, 680 0 増減無

908, 660, 657 841, 635, 078 △ 67, 025, 579 △ 7. 4

減債積立金 7, 851, 981 5, 639, 235 △ 2, 212, 746 △ 28. 2

利益積立金 2, 300, 000 2, 300, 000 0 増減無

建設改良積立金 554, 000, 000 554, 000, 000 0 増減無

当年度未処分利益剰余金 344, 508, 676 279, 695, 843 △ 64, 812, 833 △ 18. 8

6, 110, 895, 036 6, 198, 651, 677 87, 756, 641 1. 4

9, 433, 838, 915 9, 394, 889, 439 △ 38, 949, 476 △ 0. 4

単位： 円・ ％

　 資本合計は61億9, 865万1, 677円で、 前年度に比べ8, 775万6, 641円（ 1. 4％） の増加であ
る。
　 資本金は44億4, 559万2, 686円で、 前年度に比べ１ 億5, 478万2, 220円（ 3. 6％） の増加と
なっ た。 こ れは、 自己資本金の増加によるも のである。
　 資本剰余金は９ 億1, 142万3, 913円で、 前年度と 同額である。
　 利益剰余金は８ 億4, 163万5, 078円で、 前年度に比べ6, 702万5, 579円（ 7. 4％） の減少と
なっ た。 こ れは、 減債積立金が221万2, 746円及び当年度未処分利益剰余金が6, 481万
2, 833円減少し たこ と によるも のである。

負債・ 資本合計 ( 7) +( 10)

利益剰余金

資本合計　  ( 8) +( 9) =( 10)

自己資本金

借入資本金

剰余金　 　 　 　 　 　   ( 9)

資本剰余金

資本金　 　 　 　 　 　   ( 8)

対 前 年 度
区 分 ６ 年 度 ７ 年 度



（ ３ ） 剰余金計算書 単位： 円

（ ４ ） 剰余金処分計算書 単位： 円

（ ５ ） 企業債の現在高 単位： 円

７ 年度末残高

5, 639, 235

5, 639, 235

（ ６ ） 現金管理状況 2026年３ 月末日現在　 　 単位： 円

800, 000, 000

177, 767, 639

40, 000

未処分利益剰余金

処分後残高

2, 300, 000

554, 000, 000 0 554, 000, 000
（ 繰越利益剰余金） （ 当年度未処分利益余剰金）

279, 695, 843

資本合計 6, 110, 895, 036 87, 756, 641 6, 198, 651, 677

189, 726, 456 89, 969, 387

未処分利益剰余金資本剰余金区 分 資 本 金

未処分利益剰余金の当年度末残高は２ 億7, 969万5, 843円であり 、 その内訳は、 前年度
から の繰越利益剰余金１ 億8, 972万6, 456円、 当年度純利益8, 775万6, 641円及び企業債償
還により 変動し た未処分利益剰余金221万2, 746円である。

911, 423, 9134, 606, 547, 507

寄附金

工事負担金

利益積立金

建設改良積立金

0

0

684, 768, 129

165, 501, 227

684, 768, 129

165, 501, 227

5, 318, 680

2, 300, 000 0

753, 878, 437 87, 756, 641 841, 635, 078

補助金 5, 318, 680 0

減債積立金 7, 851, 981 △ 2, 212, 746 5, 639, 235

利益剰余金

911, 423, 913 0 911, 423, 913

受贈財産評価額 55, 835, 877 0 55, 835, 877

区 分 前年度処分後残高 当年度変動額 当年度末残高

資本金 4, 445, 592, 686 0 4, 445, 592, 686

資本剰余金

未処分利益剰余金２ 億7, 969万5, 843円は、 地方公営企業法第32条第２ 項の規定に基づ
く 議会の議決により 、 １ 億6, 095万4, 821円を 資本金へ組み入れ、 残額１ 億1, 874万1, 022
円を繰越利益剰余金と し て翌年度へ繰り 越すこ と と さ れている。

当年度末残高

0 0

0

279, 695, 843

△ 160, 954, 821

0

（ 繰越利益剰余金）

118, 741, 022

△ 160, 954, 8210160, 954, 821

議会の議決による処分額

4, 445, 592, 686

160, 954, 821

911, 423, 913

建設改良積立金への積立

資本金への組み入れ

区 分 管 理 状 況

７ 年度借入高

現金残高

合 計

977, 807, 639

７ 年度償還高

7, 851, 981

2, 212, 746

借 入 先

財務省資金運用部

６ 年度末残高

0

2, 212, 7460

備 考

現 金

普通預金

定期預金

7, 851, 981



（ ７ ） 財務分析 単位： ％

分析項目 ６ 年度 ７ 年度 増 減 備 考

固 定 資 産
固定資産＋流動資産

＋繰延資産

固 定 負 債
負債・ 資本合計

資本金＋剰余金
＋評価差額等＋繰延収益

負債・ 資本合計

固 定 資 産
資本金＋剰余金＋評価差額等

＋固定負債＋繰延収益

固 定 資 産
資本金＋剰余金

＋評価差額等＋繰延収益

営業収益＋営業外収益
営業費用＋営業外費用

流 動 資 産
流 動 負 債

供 給 単 価
給 水 原 価

固定比率 89. 55 89. 98 0. 43 ×100

自己資本
構成比率

97. 35

算 定 方 法

固定資産
構成比率

87. 18 88. 34 1. 16 ×100

　 資産合計（ 固定資産＋
流動資産＋繰延資産） 中
の固定資産の割合を示す
も の。

固定負債
構成比率

0. 49 0. 47 △ 0. 02 ×100

　 総資本に対する固定負
債の割合を 示すも の。 比
率は低いほど良いと さ れ
る。

固定資産
対長期

資本比率
89. 10 89. 55 0. 45 ×100

　 経常費用に対する経常
収益の割合を示すも の。
100％未満である 場合に
は、 経常損失が発生し て
いるこ と を 意味する。

98. 18 0. 83 ×100

　 資本総額（ 負債・ 資本
合計） と こ れを構成する
資本の割合を示すも の。
比率は高いほど経営の安
全性が高いと いえる。

　 固定資産のう ち長期資
本( 資本と 長期借入金)
によっ て調達さ れている
割合を示すも の。 比率は
低い方が良いと さ れる。

　 資本がどの程度固定資
産に投下さ れているかを
見る も の。 100％超で あ
る場合には、 借入金（ 企
業債） で設備投資を行っ
ているこ と になる。

経常
収支比率

112. 12 110. 67 △ 1. 45 ×100

給水に係る 費用が、 ど
の程度水道料金収入で賄
えて いる かを 示すも の。
100％未満で あ る 場合に
は、 給水にかかる 費用が
給水収益以外で賄われて
いるこ と を意味する。

流動比率 593. 56 865. 21 271. 65 皆減

　 流動負債に対する流動
資産の割合であり 、 短期
債務に対する支払能力を
表し ている も の。 比率は
高いほど良いと さ れる。

料金
回収率

104. 97 98. 25 △ 6. 72 ×100



 

第８  む す び 

審査に付さ れた令和７ 年度水道事業会計決算の審査概要を前述し たが、 こ こ に

総括的な所見を述べて本審査のむすびと する。  

 

収益的収支により 経営状況を見ると 、 事業収益は全体で９ 億 3, 643 万円( 前年度

比 0. 9％増) 、 事業費用は８ 億 4, 868 万円( 前年度比 2. 2％増) と なっ ている。  

こ の結果、 差引収支では純利益が 8, 776 万円( 前年度比 9. 9％減) で、 未処分利益

剰余金は２ 億 7, 970 万円( 前年度比 18. 8％減) と なっ た。 なお、 未処分利益剰余金

の減少の主な理由は、 前年度と 比較し 、 事業収益における給水収益の減少、 事業

費用における総係費、 減価償却費及び資産減耗費が増加し たこ と によるも のであ

る。 令和７ 年度も 黒字決算と なっ たが、 当年度未処分利益剰余金の大部分は、 現

金収入を伴わない会計処理上の利益であり 、 水道事業の経営を資金面で好転さ せ

るも のではない。  

経営指標の観点において、 経常収支比率は前年度に比べ 1. 45 ポイント 低下し た

も のの、 110. 67％であり 健全性を保っ ているが、 料金回収率は前年度に比べ 6. 72

ポイント 低下し 、 98. 25％であり 100％を下回っ ている。 今後の経済環境の影響を

考慮し 、 収支の安定維持に向けた対策が求めら れる。 経営のさ ら なる効率化や料

金回収の強化を通じ て、 将来の健全性を確保するこ と が重要である。  

 

近年は、 県営水道の料金改定に加え、 節水機器の普及や給水人口減少による収

益減、 物価高騰などが経営を圧迫し ている。 また、 老朽化し た管路の更新や耐震

化を進めるため、 建設改良費の増加が見込まれる中、 経費削減だけでは十分な財

源を確保できない状況である。  

2025 年８ 月には、 町長から 水道料金の適正化に関する諮問が行われ、 東浦町水

道事業及び下水道事業審議会が水道料金の適正化に向けた審議を行い、 2026 年３

月 17 日付で答申をさ れた。 答申を確認すると 、 水道施設の老朽化や耐震化への対

策を図り つつ、 将来にわたり 継続的に安定し て水道水を供給できる体制を整える

ため、 2026 年度中に平均改定率を 26. 78％と する料金改定をするこ と が妥当であ

ると あっ た。 料金改定及び今後の事業経営にあたっ ては、 持続可能な事業運営に

対する使用者の理解・ 関心が不可欠であり 、 積極的な情報発信に努め、 理解を得

るこ と が重要である。  

 

建設改良工事では、 主要地方道東浦名古屋線及び町道藤江線において、 耐震化

を目的と し て、 社会資本整備総合交付金を活用し 、 布設替工事を実施し た。 また、

配水管の老朽化対策と し て配水管布設替工事などを施工し た。  

 

耐震化や老朽化対策に伴う 水道施設の更新費用が増加し ているため、 水道事業

の経営は依然と し て厳し い状況にある。 2020年３ 月に策定さ れた「 東浦町水道事

業ビジョ ン」 の中で、 施設更新に係る財源の確保や水道事業と し ての収支計画を

定めた「 東浦町水道事業経営戦略」 を2025年３ 月に中間見直し を行っ ており 、 新

たな見通し のも と 、 東浦町水道事業が持続可能な公共サービスと し ての役割を安

定的に果たし 続けるこ と を強く 望むも のである。  


